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Keynesの相対賃 金 仮説 の再検 討
一一 労働市場の理論 とマクロ経済学
寺 尾 建
は じ め に
Keynesは『雇用 ・利子 および貨幣の一般理論』Dにおいて,雇 用量 ・産出量
の決定 メカニズムを論 じ,非 自発 的失業の発生の可能性 とその 自動的解消の不
可 能性 を示 した。 そ こにおいて,「古典派 第2公 準」や 「貸付資 金説」 は否
定 ・放棄 され,「相対賃金仮説」 と 「流動性選好説」がそれ らの代替仮説 とし
て提 出された。 「古典派第2平 準」の代替仮説 と して提出 された 「相対 賃金仮
説」 は,貨 幣賃金率が粘着性を もつ こと,そ して,労 働供給が実質賃金率で は
な く貨幣賃金率 の関数 とな るこ とを主張す る ものである。
70年代以降,マ クロ経済学の分野では,い わゆ る 「マ クロ経済学の ミクロ経
済学 的基礎 づけ」 の一環 として,労 働市場 に関す る様 々なモデルが提 出され て
きた。 それ らは 「相対 賃 金 仮 説」 の代 替仮 説 で もあ るわ けだが,Keynes
(1936)の提 出 した 「相 対 賃 金 仮 説」 自体 は,あ ま り顧 み られ る こ とが な か ら
た 。 そ の 一 因 は,「 相 対 賃 金 仮 説 」 が 労 働 者 の 最 適 化 行 動 と い う 合 理 的 な 意 思
決 定 か ら導 出 さ れ る もの で は な く,貨 幣 賃 金 率 の 粘 着 性 とい うadho。 な 仮 定




1)以 下,Keynes(1936)あるいはr一一般理論』 と略記す る。なお,引 用は,基 本的には塩野谷九
十九訳(東 洋経済新報社,エ941年)によるが,必ず しも厳密には従っていない。また,ペ ージは
原書ページである。
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1に お い て,「相 対賃 金仮 説 」が 顧 み られ な くな った理 由 とそ の場 合 の 論拠 と
され た理 論 的 事実 の問題 点 を明 らか に し,代 表 的 な労働 市 場 の 理論 の マ ク ロ経
済 学 的含 意,特 に非 自発 的失 業 の理論 と しての妥 当性 につ い て検 討 す る。 そ し
て,Hに お い て,Keynesの 「相 対 賃 金仮 説 」 の定 式 化 とそ の マ クロ経 済学 的
含 意 につ い て検討 す る。
1マ クロ経済学のミクロ経済学的基礎 づけ と労働市場
1-1マ ク ロ経 済 モデ ル にお ける貨 幣 賃金 ・価 格 の硬 直 性
Modigliani(1944)によって 定 式化 され た ケ イ ンズ ・モ デ ルは,以 下 の 簡単







こ こで,Z=投 資,θ=政 府 支 出,5=貯 蓄,γ=国 民 所得,ム=貨 幣 需 要,
〃=名 目貨 幣量,P=物 価 水準,ノ〉=雇 用 量,ノ>0=労働 需要 量 ,障=貨 幣賃 金
率,ゴ=名 目利 子 率,7=実 質利 子 率,172=期待 物 価 上 昇 率 で あ る。 この モ デ
ルで は,(1-6)に お いて 明示 的 に 「貨 幣 賃金 率Wは 所 与」 とい う仮 定 が お か
れ て い る。 この場 合,実 際 の 雇 用量 ノ〉は労働 需 要 量 ム7Dに等 し くなる と想 定
され,(1-6)で 仮 定 され て い る 〃 の他 に 〃,θ,ノア を所 与 と して,(1-1)
一(1-5)の5本 の方 程 式 よ り5つ の 内生 変 数(}弓〆
,∫,Pバリ が 同 時 に決 定 され
る。 しか し,吉 川(1984)も指摘 してい るよ うに,}7と γの2変 数 の比 較 語 学
に関す るか ぎ り,こ の モデ ルで はPが 一 定だ と 〃 も一定 とな るた め,躍 で は
な くPが 一定 だ と仮 定 して も定性 的 な結 論 は変更 され ない 。 そ こで ,「物 価 水
準Pは 一 定」 とい う仮 定 を 「貨幣 賃 金率 障 は所 与 」 とい う仮 定 の代 わ りに お
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くと,(1-2>式 は次 式 と同値 に な る。
五(ゴ,}つ=1⊃(7十一178,】ピ)=M/P(1-7)
さ て,(1-1)と(1-7)はyと γの2変 数 に関 して 完 結 した体 系 を構 成 す
る ので,rと γの2変 数 に関 して は この2本 の式 を考慮 す れ ば よい 。 そ して,
これ こそがHicks(1937)によ って 定式 化 され たIS-LMモ デ ルにほ か な らず,
「実 質国 民所 得 は,労 働 市場 の需 給 関 数だ けで な く,有 効 需要 の 変 化 に伴 って
変 化す る」 とい う周 知 の命 題が 導 出 され る。 だが,こ こで 注意 す べ きなの は,
以 上 の よ うな定式 化 に伴 い,「貨 幣賃 金 率 は所 与=外 生 変 数」 とい う仮 定 が,
「物価 水 準 は 一定 」 とい う仮 定 を媒 介 に して,「貨 幣賃 金率 は一定 」 とい う別 の
仮 定 に変 更 さ れ て い る こ とで あ る。 「貨幣 賃 金 率 を外 生 変 数 と見 なす 」 とい う
仮 定 と 「貨 幣 賃 金 率 を 一 定 とす る」 とい う2つ の 仮 定 は 同 値 で は な い が,
IS-LMモデ ルに おい て は同 様 の含 意 を もつ 。 した が って,IS-LMモ デ ルに即
して,「貨 幣 賃金 率 な い しは物 価 水 準が 一 定 とい う仮 定 は モ デ ル の含 意 に と っ
て 決定 的 で あ る」 と見 な す こと は不 当で は ない 。た だ し,そ の こ と とIS-LM
モ デ ルに よ る定式 化 それ 自体 の正 当性 とは別 の 問題 で あ る。
Samuelsonによ っ て 提 唱 さ れ た く新 古 典 派 総 合〉 の 試 み に お い て は,
IS-LMモデ ル にお い て実 質 賃金 が労 働市 場 の需給 調 整 機 能 を もた な い こ とが
モ デ ルの 非整 合性 と して問 題 とされ た。 そ こで,完 全競 争 的労 働 市 場 の仮 定 を
付加 す る こ とに よ り,貨 幣 賃金 と価 格 の低 下 が金 融 .・貨 幣 資産 の実 質 価値 に与
え る効 果=Pigou効果 が 明示 的 に考慮 され,さ らに,貨 幣 賃金 率 を 内 生化 す る
た め に,価 格 調 整 方 程 式 と して,貨 幣 賃 金 変 化 率 と失 業 率 とを 結 び つ け る
Phillips曲線 が 導 入 され,「 失業 が貨 幣賃 金 率 の低 下 を もた ら さな い場 合 に の
み失 業 は存 続 す る」 とい う含 意 が導 き出 され た。 こ う して,マ クロ経 済学 の モ
デ ルは,① 貨 幣賃 金 の硬 直性 ② 投 資 関数 の利 子 率 に関す る非 弾 力性 ③ 流動
性 トラ ップの 存在 に よる,古 典 派 モ デ ル にお い て 解 の存 在 しない 「特 殊 ケー
ス」 と見 な され るこ とに な った。つ ま り,古 典 派 モ デ ル と く新 古 典 派総 合 〉 の
モ デ ル との違 い は,労 働 市場 の均 衡 をあ らか じめ想 定す るか否 か とい う点 に し
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か 求 め られ ず,両 者 と も貨幣 賃 金 ・価格 の伸 縮性 に よ る実 質賃 金 の低 下 が失 業
を解 消 す る とい う含 意 を もつ 。 した が って,〈新 古 典 派総 合 〉 のモ デ ルに即 し
て失 業 の発 生 と存 続 を説 明す る場合 に は,「貨幣 賃 金 率 の硬 直 性」 とい う仮 定
が 決定 的 な もの と見 な され る こ とにな る。
Leijonhufvud(1968)は,「Keynes自身 は非 自発 的失 業 の発 生 の説 明 に際 し
て 貨 幣賃 金 率 の硬 直性 を仮 定 して はい な い」 とい うこ とを強調 し,Keynesの
経 済学 の・重要 な特 徴 は,価 格 の調 整速 度 と産 出量 の調 整速 度 との 関係 を逆 転 し
て,価 格 が産 出量 ほ ど速 や か に は変化 しない と考 えた点 にあ る と述 べ てい る。
しか しなが ら,モ デ ルに おい て,「制御 可 能 な変数 が価 格 で は な く数 量 で あ る」
とい う こ とと 「価 格 調 整 よ りも数量 調整 の方 が調整 速 度が 大 きい」 とい う こ と
とは厳 密 に区別 しな けれ ば な らな い21。この 問題 は,Keynes(1936)の論 点 が`
「価 格 調整 か ら数量 調 整へ の移動(sift)」で あ るのか,そ うで は な く,「価 格 決
定 の理 論 か ら雇用 ・産 出量 決 定 の理論 へ の転 回(revolution)」で あ るの か とい
う問題 で もあ る。 そ して また,こ の こと は,労 働 市 場 に関 して い えば,「 貨 幣
賃 金率 が硬 直 的で あ る」 とい うこ と と 「貨幣 賃金 率 が労働 市 場 の需 給均 衡 条件
か ら独 立 とな り,そ の変 化 に 関 して は労働 市場 の外生 変 数 とな る」 とい う こと
との決定 的 な相違 の 問題 で あ る。 そ こで,節 を改 め て これ らの 問題 につ い て検
討 した い。
1-2自 発的失業 ・非 自発的失業 ・Keynes的失業
Keynes(1936)は,貨幣賃金が下方に硬直的にな る根拠 として,労 働者が産
業間ない しは企業 間の貨幣賃金 の比率 と しての相対賃金 に関心 を抱 くとい うこ
とを挙げた。そのことによ り,相対賃金の低 下を招 く個々の貨幣賃金の低下は
労働者 の抵抗 にあい,経 済全体 と しての貨幣賃金 ぽ下方に硬直的になる。だが,
2)Barro=GrO55man(1971>に代 表 さ れ る 「固 定 価 格 一 一 般 不 均 衡 モ デ ル 」 は ,価 格 調 整 速 度 が
ゼ ロで あ る よ うな 極 限 的 な ケー ス の モ デ ル と考 え る こ とが で き る。 ま た,Cooper=John(1988)
は,IS-LMモ デ ル が 固 定 価 格 モ デ ル の 特 殊 ケ ー スで あ る こ と を示 して い る 。
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このことは労働者が相対賃金を変化 させない ような 「実質賃金」の低下 を受け
入れない ことを含意 しない。経済全体での実質賃金の低下は,消 費財物価の上
昇 を通 じて達成され る。つま り,Keynesは労働供給 に与え る影響 に関 して,
貨幣賃金の低下 と消費財物価水準.の上昇 とを同値であるとは見 なさなか った。
実際,「非 自発的失業」は,「もし,賃 金財の価格 が貨幣賃金 に比べ てわずか に
騰貴 した場合 に,そ の時の貨幣賃金で働 こうとす る総労働供給 と,そ の賃金で
雇 お うとす る総労働需要が ともに現存雇用量 よ りも大で あるな らば,人 々は現
に非 自発的 に失業 してい る」ユ1と定義 されてい る。 そ して,Keynes(1936)は
「古典派第2公 準」が放棄され るべ き理由を次の ように述べ てい る。
「古典学派は賃金契約が実質賃金を決定すると想定す ることにおいて,許
容す ることので きない想定 に陥 っている。 なぜなら,労 働者全体 にとって
貨幣賃金の一般水準の賃金財等価 を,そ のときの雇用量 の限界不(負)効
用 と一致させ ることので きるいかなる方法 もあ りえないか らであ る。労働
者全体が企業者 との貨幣賃金契約 を改訂する ことによって,そ の実質賃金
を一定の大 きさに変えることので きるようないかなる手段 もあ りえない。
このことが我 々の論点 となる。」4,
つま り,労働市場だけで実質賃金を決定す るこ とは,原 理的 に不 可能だ とい
うことであ る。なぜな ら,実 質賃金の一般水準の決定 は 「経済体系 の他 の諸力
に依存 してい る」5,からである。以下,こ の ことを簡単に確認 してお こう。




6)以 下の考察でも明 らかにされ ることだが,Keynes(1936)が貨幣賃金単位を採用 したのは,貨
幣賃金の 「硬直性」を仮定 しているか らではない。貨幣賃金の上昇 は,一 方で貨幣所得=貨 幣的
有効需要 を増加させ,他 方で貨幣的生産費を上昇させるという,景 気刺激的な作用と景気抑圧的.
な作用 とをもつ。貨幣賃金の上昇が貨幣的有効需要を増大させ ると して も,測定に使用される貨 「
幣賃金単位も同時に増大 しているから,貨 幣賃金単位で測った所得は必ず しも増大 しない。 した









とす る 。(2-4)を(2-3)に 代 入 す る と,
需 要 関 数 は,
N=(P("!カ),ψ:ニφ一1
と書 け る 。(2-5)を(2-3)に 代 入 す る と,
玲=F(w/p)
が 得 られ る。 こ の(2-6)を(2-2>に 代 入 す る と,
Cψ=C"(F(w/p)):=θ(ω!争)
が 得 られ,さ ら に,
F(w/p)=oωゆ)+為












貨幣賃金単位で表 した新規投資需 要 ん が与 えられ る
な らば,財 市場での需給 を均衡 させ るような実質賃金の水準が一意的に決 され
る ことを意味す る。 したが って,実 質賃金 の水準 は,①1。の大 きさ ②0の
関数形 として表 され る限界 消費性向 ③総供給 関数 の関数形Fの3つ に依存
す る。また,(2-5)式か らわか るように,財 市場 の需給均衡 を保証す るよ う
に決定 される実質賃金水準 は,労 働市場 の需給の均衡 を保証するわけで はない。
(2-8)式は財市場 の均衡条件だが,体 系が完結す るためには,財 市場 にお
ける価格の伸縮性 の仮定 を付加す るだけで は十分で はな く,貨 幣賃金 の水準 な
い しは変動 の仕方が特定化される必要があ る。いまのモデルで は,貨 幣賃金が
外生的である と仮定す ると,投 資需要が外生的である場合,限 界消費性向が1
よ り小さいならば,実 質賃金 は財市場 を均衡 させる水準 に収束す ることが示さ
れるが,そ の場合 に も,労働市場の需給 の均衡 が保証 され るわ けで ばない。
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そ れで は,労 働市 場 におい て決 定 され る貨幣賃 金 が伸 縮 的 であ れ ば,労 働 市
場 の 均衡 は達 成 され るだ ろ うか 。Solow=Stiglitz(1968)の議論 に従 って,こ
の 商題 につ い て検討 してみ る こ とにす る。 まず,財 市 場 におい て需給 が 一致 し
な い場 合の価 格 変動 を
dlnp∠4'=∫(E),
E=G(鍬ノヵ)十∫即一17(zσ!♪);∫(0)=o,f'>0(2-9)
と仮 定 し,労 働 需 給 が 一致 しな い場合 の貨 幣賃 金率 の変 動 を
dlnw/dt=9(En)ER=N(w/p)/Z;9■>0(2-10)
と仮 定 す る。 こ こで,」V=雇 用 量,L=労 働供 給 量,E。=労 働 市 場 に お け る雇
用 率 で あ る。(2-10)式は,「雇 用 率 が 上 昇(低 下)す れ ば,貨 幣 賃 金率 即 は




と書 き直 せ る。dIn("ゆ)/4'=dlnw/dt-dlnp/dtだか ら,生 産 技 術 ・新 規 投
資 需要 ・労働供 給 量 が所 与 で あ る場合 の,実 質賃 金率 の収 束点 は(2-11)と(2
-12)より,
ノてw/p)=9(躍/卸)(2-13)
をみ たす よ うに決 定 され る。つ ま り,労 働 市場 にお け る貨 幣 賃金 の伸 縮 性 は,
財市 場 の需 給 を..致させ る実 質賃 金率 の収 束点 の決定 に関与 す る にす ぎず,そ
れ は労働 市 場 の需 給均 衡 を保証 す る もので は ない。つ ま り,Keynes(1936)の
モデ ルで の非 自発 的 失業 の 発生 は,貨 幣 賃金 の硬 直性 に は依存 して は お らず ,
貨幣 賃金 ・価 格 の伸 縮 性 は,持 続 的 な完全 雇用 を保証 す る十分 条 件で は ない 。
要す るに,モ デ ルの 完結性 が貨 幣賃 金 率決 定 の内 生性 に依 存 して い る とい う こ
とは,非 自発 的 失 業 の発 生 の可 能性 が 貨幣 賃金 率 の硬 直性 に依 存 してい る とい
う ことを含 意 しない ので あ る。
Keynes(1936>の基 本 的 な論 点 は,「労 働者 が,企 業 家 との 貨 幣賃 金 契 約 を
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改定す ることによって,そ の実質賃 金を一定に維持す るような手段 は原理的 に
存在せず,ま た,経 済全体での貨幣賃金の同時的かつ一様 な低下が達成され る
ような手段 も存在 しない。 そして,貨 幣賃金の低下は,実 質賃金の低下を通 じ
た雇用量増加の原因にはな りえない.1とい うことであ る。つ まり,Keynesは,
貨幣賃金が下方 に硬直的で あることを認めなが らも,そ の ことを根拠 に失業の
発生 を論 じてい るので はない。 したが ・フて,Keynes的失 業 とは,貨 幣賃金や
実質賃金の伸縮性 のみ によっては解消 されず,経 済全体での財の総需要の拡大
によってのみ解消され るような失業だ とい うことにな る。また,そ れは,労 働
市場 にお ける実質賃金の硬直性 のみに起因す る超過労働供給が存在 し,労 働者
に雇用の割当(rationing)が行 なわれ るよ うな 「非 自発的失業」 とも区別 され
る。なぜ なら,そ のような 「非 自発的失業」 は,も し実質賃金が伸縮的であ る
ならば,労 働供給 関数の シフ トを通 じて原理的には解消 されるはず の ものだか
らである。
ところで,『一般理論』 においては,失 業が存在す るに もかかわ らず貨幣賃
金が硬直 的であ ることの説明は,明 示的にはなされていない。Keynesは「あ
らゆ る労働組合は貨幣賃金 の切 り下げに対 しては,そ れが どれ ほどわずか な額
であ って も,何 らか の抵抗 を企て るで あろ う」"と述べてい る。つ ま り,通 常
考 えられ るの とは異 な り,労働組合の 目的は相対賃金の擁護であ り,実 質賃金
の擁護で はない と考 え られ ている。事実,Keynesは,実質賃金 を擁護す るよ
うな労働組合 と企業 との間の団体交渉の効果 として発生す る失業は 「自発的」
で あるとし,そ の考察対象か ら除外 してい る巳,。したが って,実 質賃金では な
く相対賃金を擁護す る労働者が失業 してい る場合,そ れは,Keynes(1936>の
意味で は,自 発的失業ではな く非 自発的失業である。
「もし貨幣賃金が,完 全雇用以下 とな る傾 向のあ る場合 にはいつで も,限




いて は,利 子率 が もはや低 落 しな くな るか あ るい は また 賃金 が 零 とな るま
では,ど こに も安 定 点 が存在 しない とい うこ とに な るで あろ う。 事 実 に お
いて我 々は,貨 幣的体 系 に お け る諸 々の価 値 の何 らか の安定 性 を我 々 に与
えて い る,貨 幣 を もっ て測 られ た その価値 が,固 定 して い ない ま で も,少
な くと も粘着 的 で あ る,あ る生 産 要素 を もってい る はずで あ る。」9,
Keynes(1936)は,結論 と しては,経 済全 体 で の一様 な貨 幣 賃 金 の低 下 は起
こ りに くい と したが1。[,貨幣賃 金 の粘 着性 に関 して は これ以 上 の 説 明 は与 えて
い ない。
70年代 以降 の労 働 市 場 の 諸理 論 は,「マ ク ロ経 済 学 の ミク ロ経 済学 的基 礎 づ
け」 と して提 出 され た もの だが,そ れ らは 「相 対 賃金 仮 説」 の代 替的 な仮 説 と
して,Keynesのい う 「あ る生 産要 素 」=労 働 サ ー ビスの特 性 と労働 市場 にお
け る その効果 を,ミ ク ロ経 済学 の フ レー ム ワー クにお い て,す なわ ち,企 業 ・
労 働 者 の最適 化 行動 か ら説 明 しよ う とす る もの と して評価 す る こ とが で きる。
70年代 以 降 に提 出 さ れた 労 働 市 場 の理 論 と して は,「暗 黙 の 契約(lmplicit
Contracts)理論 」11)・「賃 金 交 渉(WageBargaining)理論」見2}・「効 率 賃 金
(EfficiencyWage)理論」L3〕な どが代 表 的 な ものだ が,こ れ らの モ デ ルは,「価
格 ・貨 幣賃 金 以外 の変 数 を企業 ・労働 者 が考慮 す るこ とに よ って 非市 場 的 な資
源 配 分が 実現 され る」 と主 張す る点で 共 通 の構 造 を有 して い る。情 報 の不 完 全
性 ・非対 称性 や競 争 の不 完 全性 が 明示 的 に考慮 され て い る点 にお いて,こ れ ら
の モ デ ルは現 実性 を備 えて い る。
だ が,経 済 主体 の 最適化 行 動 か ら実質 賃 金の 硬直 性 が内 生 的 に生み だ され ,
そ の結 果 と して失 業が 発生 す る こ とを説 明 す る これ ら労 働 市場 の諸理 論 の最 大
の 問題点 は,モ デル 内 におい て失業 の変 動や解 消 の プ ロセ ス を考 え た場 合,そ
9)同 上p.304.
10)同 上p.268.
11)代 表 的文 献 と して は,Azariadis(1975)・Bal且y(1974)があ る 。
12)代 表 的 文 献 と して は,McDonald・Sdow(1986)があ る。
13)代 表 的文 献 と して は pSolow(1979)があ る 。
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れが最終 的には労働供給 関数の シフ トを通 じた実 質賃金の変動や低下のみ に
よって実現され るとい うことで ある。 この ような論理 自体 は,(新)古 典派 の
モデルにおける失業の変動や解消 の論理 と何 ら変わ らない。 したが って,実 質
賃金の硬直性が外生的なものか内生的な ものか とい う相違 それ 自体は,発 生す
る失業が 自発 的か(雇 用の割当が行 なわれ るとい う意味で)非 自発的か とい う
相違 として反映 され るにす ぎず,「実質賃金の低下 によって労働市場 における
需給均衡が達成 され る己失業が解消 される」 とい う論理 を決 して変更は しない。
つ ま り,そ こで は 「有効需要 の原理」が有効 になる余地が残されてお らず,生
産量 ・雇用量 の変動はサ プライ ・サ イ ドを運 じた(新)古 典派 的な メカニズム
によって達成 されざ るを得 ないのであ る。
いま述べた ような結果が生 じる根本的な理 由は,そ れ らのモデルが,実 質賃
金の水準が労働市場 において孤立的 に決定 され,そ の硬直性が 内生的に生みだ
され る結果 として失業が発生す るとしてい る点で同一の構造を有 しているか ら
であ る。つま り,失業の発生の原因を労働市場 において内生的に生みだされる
実質賃金 の硬直性 に求め ることは,労 働市場 において実質賃金が孤立的に決定
され ると見なす ことに等 しく,そ の ことは 「非Keynes的」なのである。
そ こで,Keynesの相対賃金仮説 を定式化 し,Keynes的な労働市場 のモデ
ルにつ いて検討す ることに したい。
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企業 が その賃 金 を決 定 す る際,利 用可 能 な労 働量 以外 の変数 を考慮 して い る
ことは,経 験 的 事 実 と して も度 々指摘 され てい る。 こ こで 注 目 した い のは,そ
の よ うな変数 と して 「企業 業績 」 と.「世 間相 場 」が 特 に重 視 され て い る とい う
点 で あ る'%そ こで,「 企 業 業績 の考慮 」=「 費 用最 小 化」,「世 間 相場 の考 慮 」
=「 相 対 賃金 の考慮 」.と解 釈 す るこ とに よ ってKeynes的失業 の発生 を説 明す
14)例えば,佐野(1989)第5章を参照。
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るモ デ ルを,Summers(1988)に従 って定 式化 す る ことに した い15〕。
π を市場 で 成 立 して い る 失業 率,Wを 他 企 業 の 平均 賃 金 とす る と,企 業 の
「外 部」 の機 会便 益 τは,
の=障 ・{1一(1一α)π},0≦ α≦1(3-1)
で 与 え られ る。 これ は,労 働 者 が転 職す る こ とに よ って得 られ る期待 賃金 で あ
る。 ここで,α は労働 者 の 「外 部」 の機 会 の要 性 を表す パ ラメー ターで あ り,
労 働 者 の余 暇 ない しは失業 時 の効 用 と正 の相 関 関係 にあ り,失 業 の継 続 期 間 と
負 の 相 関 関係 に あ る とす る。 次 に,代 表 的労 働 者 の努 力 水準(生 産 効率)を
θ,甜を雇 用 され た企業 か ら支 払 われ る貨 幣 賃金 と して,
2=(躍一τ)β,0≦ β≦1(3-2)
を仮定 す る。 これ は,労 働者 が,そ の企 業 で雇 用 さ れた場 合 に支 払 わ れ る貨 幣
賃 金 砂 とそ の企 業 以 外 で 働 くと きに支 払 わ れ る期 待 貨 幣 賃 金 との格 差 とい う
意 味 での 相対 賃 金 を考慮 して努 力 水準 θの供 給 を行 な う とい う こ とを 意味 す る。
こ こで βは,高 賃金 を支 払 うこ とが どの 程度 の生 産性 上 昇 効 果 を もつか を示
す パ ラメー.ター ,す な わち相 対 賃金 に対 す る生 産性 の弾力 性 で あ り,例 えば,
効 率賃 金 の支 払 いが まった く考 慮 され ない場 合 には β=0で あ る16〕。
さ て,代 表 的企 業 の 問題 は,有 効 な労 働投 入1単 位 当た り,す なわ ち生 産効
率1単 位 当た りの費 用
zσ/θ=εα/(zθ一ユウθ(3-3)
を最 小 にす る よ うな 賃金 水準 を選択 す る こ とで あ る。 費用 最小 化 の1階 の条 件
15)Keynes(1936)の相対賃金仮説を直接的 に定式化 したモデル としては,Akerlof(1980)や
Hahn(1984)などがあるが,前 者は基本的には効率賃金モデルと同様の含意をもち,ま た,後
者では,相 対賃金は現行実質賃金と留保賃金 との相対比率 として考えられてお り,生産量 ・雇用
量の変動のプロセスまで考慮す る場合,そ こで説明されている失業が純粋にKeynes的であると
はいえない。
16)(3-2)式は労働者の努力水準の供給を記述 しているので.パ ラメーター β は労働者の選好 を
表すものと解釈するこ乏はできる。 しか し,企業が効率賃金の支鉢いを多重 レ丁費用を最小化 し
なければ〔3-5)式は成立 しないので,労 働者が失業す ることを選好するために均.衡失業率が正
となるとい う解釈は ミスリーディングである。なぜなら,均 衡においては が 〉エであ り,労 働
者は現行賃金で雇用されることを選好しているはずだか らである。
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は,(3-3)式 の両 辺 を測で微 分 して0と お いて,
ω*=こr/(1-p)(3-4)
とな る。 この 式 は,企 業 が 効率 賃 金 の 支払 い を考 慮 しな い場 合(β=0)に は,
企 業 は労 働 者 に機 会 費 用 ∬を賃 金 と して支 払 うが,一 般 には,賃 金 プ レ ミア
ム を労働 者 に支 払 う こと も企 業 に とって最 適 な賃金 政 策 とな りうる こ とを意 味
す る。
こ こで,す べ ての企 業 が 同質 的で あ り,労 働 市場 が独 占的競 争 市場 で あ る と
仮 定 す る と,(3-1)を(3-4)に 代 入す る こ とに よ り,W=ω*と して
π*=β/(1-a)(3-5)
を得 る。 が は 「均衡 失 業率 」で あ り,β=0の と き%=0と な る。 つ ま り,こ
の モ デ ルで は,市 場 に おい て成 立 して い る失業 率 が,均 衡 を導 く際 に用 い た ∬
が依 存 して い る失業 率 に一 致 す る よ う に均 衡 が定 義 され る171。また,π*は 企
業 の労働 需 要 計画 に ま った く依 存 せず,労 働需 要 曲線 は賃 金水準 のみ を決定 す
る。
さて,こ の 非常 に単 純 なモ デ ルは,そ の単純 さ に もかか わ らず,次 の こ とを
説 明 して い る。す なわ ち,職 と労働 者 は同 質的 と仮 定 して い るか ら,全 労働 者
は,現 行 賃 金 が で職 を得 る こ とを望 ん で い るが,実 際 に職 を得 る こ とが で き
る労働 者 は限定 され てお り,し た が って,発 生 して い る失 業 はKeynesのい う
意 味で の 非 自発 的失 業 だ とい う こ とで あ る。 この モ デ ルで は,自 らの相 対賃 金
を労 働者 が考慮 す る.ことに よ って,そ れ が 企業 の最 適化 行 動 の条 件 と相 俟 って
貨幣 賃金 率 の硬 直 性 が生 み だ され る。 しか し,こ の こ とか ら直 ちに,貨 幣賃 金
率 の硬 直性 が このモ デ ル にお け る失 業 の 発生 の 原因 だ と考 え るの は誤 りで あ る。
貨 幣 賃金 率 が伸縮 的 であ った と して も,そ の こ とに よ って は均衡 失 業 率 は低 下
しない。 なぜ な ら,側 と 躍 が 同 一方 向 に変化 して も,そ の変 化 率 が 同一 で あ
17)こ の 点 は,〔3-1)式 に(3-5)式 を 代 入 した もの が(3-4)式 と 同 一 に な る こ とか ら容 易 に確
認 で き る。 ま た,均 衡 で は 全 企 業 が 同 一 の が を 支 払 うか ら,.均 衡 は 完 全 情 報 均 斉 的









れ ば相 対 賃 金(躍/吻 は変化 しな いか らで あ る。 あ るい は また,価 格 水 準が.ト
昇 して実 質賃金 が低 下 して も相対 賃 金 が変 化 しな けれ ば,均 衡失 業 率 は 変化 し
な い18)。均 衡 失 業 率 ㍑*の 決定 を グ ラ フで 表 す と,図1の よ うにな り,EEと
躍〃 が 小 さい 角 度で 交 わ って い る場 合 に は,賃 金 ス ケ ジ ュー ル 曜障 の 変化 は
均衡 失 業率 を大 き く変化 させ る こ とにな る19〕。
この モ デ ルで は,労 働 者 が相 対 賃金 を考 慮 し,か つ代 表 的 企業 が効 率 性 を達
成穿 ることの帰結 として,労 働市場での均衡失業率が正 にな り,経 済全体で は
非自発的失業が発生 して効率性 が達成されないとい う,逆 説的な状況が記述 さ
れる。つ ま り,個 々の経 済主体 レベルでの効率性 の達成 は,非 自発的失業の発
18)K・y…(1936)のモデ,・では,厳密にF・1吐産騰 と財 ・労働市場の完全競争が仮定されて、、
るか ら,雇用量が増加するプロセスでは実質賃金は低下する。 しか し,それは貨幣賃金率の低下
ではなく消費財物価の上昇によって達成 されるのであ り,その ことは実質賃金が労働市場の需給
を均衡させるように低下す ることを意味するのではない。なぜなら,Keynes(1936)の想定 して
いる状況では.労 働市場において低下 した実質賃金の もた らす効用は労働の限界不効用を常に上
回っているからである。Keynes(1936>のモデルでは,有 効需要の増加に伴 って労働需要曲線が
右方 にシフ トして雇用量が増加するが,相対賃金モデルにおいては,有 効需要の増加に伴 う価格
水準のE昇 によ って労働者の失業時の効用は低下 し,そ れ と正の相関関係にあるαが低下す る
ことによって均衡失業率が低下するというプロセスがそのことに対応する。その際,代 表的企業
にとって最適な相対賃金 ・実質賃金 は,同 一の失業率に対 して低下することにな る。
19)例えば.β=0.{⊃3のときには,αが0.5から0.6に比較的緩やかに変化 したとして も,均 衡失業率は
6%か ら7.5%に上昇する。
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生 とい う社 会 レベ ルで の非効 率 性 を生 みだ す わ けで あ る2%
〔175)83
H-2失 業 の循 環 的 変動 と貨 幣 の非 中立 性
以 上で 定式 化 され た相 対賃 金 モ デ ルで は,経 済 に おいて 外生 的 なシ ョ ックが
存 在 す る状 況 を想定 す る場合,そ の性 質や そ の原 因 につい て 明示 的 に考慮 す る
ことはで きな い。 しか し,シ ョ ックが 小 さ く,し か も一時 的 な もので あ り,労
働 者 の機 会 便 益 ヱに対 す る認 識 ない しは期待 に ま った く影 響 を与 えな くと も,
そ れ が大 きな失 業率 の 変動 を引 き起 こ し,ま た,期 待 が誤 って形成 され る場 合
には,そ の よ うな効 果 が よ り大 き くな る こ とは説 明 さ れ る。
例 えば,金 融政 策 が予 期 せ ざ る変 化 を して,労 働 者 が他 企 業 の平均 賃 金 に関
す る期待 を誤 って形 成す る場 合 を考 えてみ よ う。 貨 幣 ス トックが減 少 し,労 働
者 が,他 企 業 の平均 賃 金 の 水準 が低 下す る こ とに よ って 自 らの相 対 賃金 が 上昇
した と誤 って 認識 した 場 合,EE曲 線 は期 待 が 正 し く形成 され る場 合 に比 べ て
よ り上 方 に シ フ トし,均 衡 失 業率 は期 待 が 正 し く形 成 され る場 合 よ りも低下 す
る。 しか し,企 業が 「雇用 され てい る労 働者 は均 衡 貨 幣賃 金が 減 少 してい る こ
とを未 だ確 認 して は いな い」 と確信 して い るな らば,労 働 者が 平 均賃 金 を正 し
く認識 す る と きに達 成 され るはず の均衡 水準 まで貨 幣賃 金 を低 下 させ る こ とは,
そ の企 業 に は追加 的 な利 潤 を もた らさな い。 あ るい は また,た とえ労働 者 が他
企業 の平 均 賃金 の水準 を正 しく認識 した と して も,そ の企 業 が,他 企 業が新 し
い均 衡水 準 まで 賃 金 を低 下 させ て はい な い こ とを知 る な らば,そ の企 業 も賃金
を低 下 させ な い こ とに な る。 そ の根 本的 な理 由 は,こ の モ デルで の均 衡 が完 全
情 報 均 斉 的(symmetric)Nash均衡 で あ る こ とに よ る。 つ ま り.均 衡 か ら離
れ る こ とはその企 業 の利 潤 を必 ず 減少 させ るか ら、各 企業 は均 衡か ら離れ る イ
20)このような論理は.Blanchard・Kiyotaki〔1987)の財市場の独占的競争モデ,レにおける"Coor-
dinationFailure"と同じだが,相対賃金モデルで記述される失業は,独占的競争財市場での均衡





ンセ ンティヴをまった く与 えられないのであ る2n。このよ うな理 由によって貨
幣賃金は硬直的 にな り,名 目変数である貨幣ス トックの(予 期せ ざる)変 化 は
実物 変数である失業率 を変化させ,貨 幣は非中立 的となる。
い ま述べた ことは,経 済主体 の合理 的期待形成仮説を組み込 んだマ クロ経 済
モデ ル(例 えばLucas(1972))から導 れ る,「予期 せざる金融政策の変化 の
みが実体経済に影響 を与 えうる」 とい う周知の命題 とは,そ の根拠づ けの点で
決定的に異なってい る。Lucas(1972)のモデルで は,貨 幣の中立性が成立 しな
い要 因は,情 報 の不完全性 に起 因す る 「期待錯誤」だが22,,相 対 賃金 モデ ルで
は,完 全情報の下で も当初 の均衡の再達成は妨げ られ る。なぜ なら,当 初の均
衡の再達成が阻害され る十分条件は,「『労働者 あるいは企 業は当初の均衡 が再
達成 されることを想定 していない』 とある企業は考 えている とあ る企業は考 え
てい る…… とあ る企業が考 えている こと」だか らである。 この無限連言の構造
は,Keynes(1936)が投 資決定に関 して述べた 「美人投票」の比喩 と同型であ
る。
「職業的投資は,投 票者が百枚の写真の中か ら最 も容貌の美 しい6人 を選
択 し,そ の選択が投票者全体の平均的好みに最 も近か った者 に賞品が与え
られ る新聞投票 に見立てて もよいだろ う。 この場 合には,各 投票者は,彼
自身が最 も美 しい と思 う容 貌を選ぶのではな くて,他 の投票者の好みに最
もよ く合 うで あろうと思 う容貌を選択 しなければならないのであ り,し か
も投票者のすべてが 問題を同 じ観点か ら眺めている。 ここで問題なのは,
自己の最 も良い判断か ら真 に最 も美 しい容貌を選ぶ ことではな く,ま して
21)ここでの議論は,厳 密には企業の利潤ではな く費用に関 して成 り立つ ものである。財市場の独
占的競争を仮定すれば,利 潤を最大化している企業に関しても同様の議論が成 り立つ。 この点 に
ついては補講を参照。'
22)逆に,貨 幣の 中立性が成立する条件は,Lucas〔1972)のモデルでは完全情報のみではない。
Lucas(1972)のモデルでは,「予期 された」政策変更は経済主体の制約条件(予 算制約 ・流動性
制約)に 影響を及ぼさないと仮定される。完全情報 ・労働市場の均衡 ・合理的期待形成を仮定 し




や 平均 的 な意 見 が最 も美 しい と真 に考 え る容 貌 を選 択 す る こ とで もない 。
我 々が,平 均 的な 意見 はい か な る平 均 的 な意 見 を期 待 す るか を予 想 す る こ
とにそ の知 力 を集 中す る場 合,我 々 は第3次 の領域 に到 達 して い るので あ
る。 さ らに 第4次,第5次 お よびそれ 以上 の高次 を実践 す る人 もあ る と私
は信 じて い る。」33,
相 対 賃金 モ デ ルで は,当 初 の均 衡が 再達 成 され るに は,各 経 済 主体 の 合理 性
(最適 化 行 動 ・合 理 的 期 待 形 成)の み で は な く,さ らに強 い 仮 定,す な わ ち
CommonKnowledgeの仮 定 が必 要 とされ る。
あ る グルー プの 全 メ ンバ ーが あ る事 柄Eを 知 って お り,「全 メ ンバ ーがEを
知 っ て い る」 こ とを全 メ ンバ ー が 知 って お り,「『全 メ ンバ ー がEを 知 って い
る』 こ とを全 メ ンバ ーが 知 ってい る」 こ とを全 メ ンバーが 知 って い る… …,以
下 同 様 に無 限 に こ の こ とが 成 立 す る と き,「Eは そ の グ ル ー プ のCommon
Knowledgeであ る」 とい うが,こ の こ とを相 対.賃金 モデ ル の文 脈 で言 い直 し
てみ る と,均 衡 再達 成 のた め の必要 条件 は 「『当初 の均 衡 が再 達 成 可能 で あ る」
とい う こ とが,す べ て の経 済 主体 のCommonKnow】edgeであ る」 とい う こ
とに な る。 この こ とを仮 定 す る こ とは,各 経 済主 体が 経 済 の無 限個 の構 造 に関
す る意 思 決定 を実行可 能で あ る と仮 定 す るこ と と同値 で あ る。 しか し,意 思 決
定が 分 権化 され た市場 経 済 を前 提 と し,ど の経 済 主体 もこの よ うな期待 を計算
す る合 理 的基礎 は もた ない と考 え るな らば,あ る シ ョックが あ った場 合 に当初
の均 衡 が再 達 成 され る こ とは原理 的 に不 可 能 とな る。 なぜ な ら,相 対賃 金 が考
慮 され てい る こ とに よ って経 済主体 の期 待 形 成=意 思 決 定が 相 互依 存 関係 にあ
る と き,あ る シ ョ ックに対 す る期 待 は 「平 均 的 な期待 に関す る平 均 的な期 待 の
平均 的 な期 待 … …」 とい う無 限連 言 の構 造 に な るか らで あ るZ。 その意 味で,
23)r一部と理MIP.156
24)経済主体の期待に関する 「学習過程」を考 えた として も.そ の結果 として期待がある 「均衡」
(例えば,予 測誤差の2乗 が最小になるというような意味で最適=合 理的な 「期待」)に収束する
ということは自明ではなく,そ のような主張 を行なうためには,経 済主体の意思決定に関す るも
のとは別の追加 的な仮定が必要になる。
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仮 に・1青報 が完 全 で あ って も解 消 され る こ とが な い意思 決定 ・期待 の相 互依 存=
無 限連 言 の構 造 は,マ ク ロ経 済 にお け る経 済主 体 が不 可避 的 に直 面 す る 「不確
実性 」 な のだ とい う こ とがで き るだ ろ う。
III結論および展望
Keynesは『一般理論』第2章 において,次 のように述べてい る。
「もし古典派理論が完全雇用の場合にのみ適用され うるのであれば,そ れ
を非 自発的失業一 もしそのような ものがあ るとすれば(そ して誰がその
存在を否定す るであろ うか)一 に関す る諸問題に適用 しようとす ること
は,明 らか に誤 りである。古典派の理論家は,非 ユー クリ ッド的な世界に
あ って,一 見 したところ平行な直線が しぼ しぼ交わ ることを発見 して一
たびたび起 こる不幸 な撞着か ら逃れ る唯一の策「として一,線 が まっす ぐ
で ない ことの原 因は線にあるとす るユー クリッド派の幾何学者 に似 てい る。
しか し,真実 は,平 行線公理を放棄 して非ユーク リッ ド幾何学を構成す る
よ りほかに逃れ る手はないのである。 これ と同様のことが今 日経済学にお
いて要求され る。我 々は古典派学説の第2公 準を放棄 して,そ の うちにお
いて厳密 な意味での非 自発 的失業が可能である体系の動 きを研究す ること
が必要で ある。」25」
Keynesはここで,古 典派理論 にお ける第2公 準 の放棄 は,ユ ー ク リッ ド幾
何学 における平行線公理の放棄 に相 当す ると述べてい る。さ らに,Keynesは
「古典派理論 の 『平行線公理』 とみ なされ るべ きものは,全 体 としての需要価
格 とその供給価格 とが均等である とい う想定である」26〕と述 べている。産出量
の任意 の水準 においてこの 「平行線公理」が想定 され るのならば,Keynesが
い う意味での非自発的失業は存在 しえない。非 自発的失業の発生 とい う命題は,





相当す るよ うな公準 の変更が必要 とされ る。その意味で,「古典派第2公 準」
の代替仮説 としての 「相対賃金仮説」は,非 自発的失業の説明 を可能にす るう
えで不可欠の仮説だ といえる。 なぜ なら,相 対賃金によって説明される貨幣賃
金率 の外生性 ・非 自発的失業 は,マ クロ経済それ 自体 に課されてい る 「外部
性」 とい う制約=相 対賃金効果 によって生 じ,そ の外部性 の効果である非 自発
的失業はマ クロ経済体系 において内生的であるような価格 ・賃金 の変化のみ に
よっては決 して解消 されず,マ クロ経済体系に とって外生 的であるような有効
需要 の拡 大によってのみ解消 されるはず の ものだか らである。
Keynesはまた,古 典派第2公 準の成立 ・非 自発的失業 の発生の不可能性 ・
Say法則の3つ が古典派理論 においては同値であ るとい うこ とを述べている271。
したが って,実 質賃金の変動 を通 じて労働市場の需給 均衡が達成 される とい う
主張 を批判す る論理 と利子率の変動 を通 じて財市場 の需給均衡が達成される と
い う主張 を批判す る論理 も何 らかの同型性 を有する ことになる。 それが,本 稿
で検討 した相対賃金効果 と投資決定にお ける 「期待」の もつ構造 との同型性 に
ほかな らない。その意味で,「古典派第2公 準」の代替仮説 と して 「相対賃金
仮説」が提出された論理 と,「貸付資金説」の代替仮説 と して 「流動性選好説」
が 提 出 され た論 理 とは平 行 してい る とい え る。 非 ユー ク リッ ド幾 何 学;
Keynes経済学 は,ユ ー クリッ ド幾何 学=(新)古 典 派経 済学 の 「特 殊 ケー
ス」ではな く,異 なる体系なのである。
ミクロ経済学的基礎づ けの観点か らみれば,相 対賃金モデルは不十分な もの
であ る。労働者の相対賃金の考慮 による労働努力の決定は労働 者の最適化行動
か ら導 出されてはお らず,労 働者 ・企業 の意思決定は静学 的な ものであ り,結
論はあ くまで も部 分均衡分析の ものである。また,企 業 の費用構造の観点か ら
みた場合,効 率賃金 の考慮がいかな る理 由によ り正当化 され るのか といった点
について も検討されてはいない。 これらの問題の十分な分析 には動学的 ・一般
均衡論的 フレーム ワー クが必要であるが,そ の場合のモデルとその含意につい
27)同上p.22.
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て は,今 後 の研 究 課 題 と した い 。
IV補 講 足立英之教授 による相対賃金仮説の一般化 について
本稿を脱稿 した後,足 立英之神戸大学教授 の 『マ クロ動学の理論』(有斐 閣
1994年)が出版 され た。その第2章 「ケインズ経済学」お よび第9章 「価格 ・
賃金 の硬直性 と産 出 ・雇用の決定」 において,足 立教授 は,Keynesの相対賃
金仮説が,貨 幣賃金の硬直性 に依拠 して非 自発的失業の発生を説明す るため に
採用された仮説ではない ことを明快 かつ説得的に論 じ,ま た,相 対賃金仮 説の
定式化 を一般化 されている。その内容 については補給 としてまとめて検討す る
ことが適当 と考えたので,以 下簡単 に要点 を述べ ることに したい。
本稿で は,労 働市場における外部効果 としての相対賃金効果 の含意 に注 目す
るため,財 市場の構造につ いては考慮 しておらず,ま た,Summers(1988)に
おいて も財市場の構造は明示的 に定式化 されてはいない。足立教授は,財 市場
における企業行動 として 「独占的競争」 を仮定 し,企 業の生産関数 ・費用関数
および企業が直面す る需要関数を特定化することによ り,本 稿 におけるような
企業の費用最小化で.はな く,利 潤最大化 の条件 と相対賃金仮説か ら非 自発 的失
業の発生 を論 じることによ り,Summers(1988)の定式化 を一般化 されてい る。
足立教授 による定式化では,相 対 賃金が代表的企業の実質賃金 と他企業で得
得 られる期待実質賃金の比率 と.して定義されてお り,本 稿での企業の 「外部」
の機会便益 に相 当す るもの として,他 企業で雇用された場合の期待実質賃金 と
失業 した場合の実質失業手当を各々雇用率 と失業率で ウエ イ トづ けた加重和 と
して定義 され る 「期待実質所得」が考えられているため,均 衡 の近傍 での貨幣
賃金率の変化 は労働市場 の条件(失 業率)か ら独立ではない。それ に対 し,本
稿の定式化で は,均 衡貨幣賃金率 とその変化は失業率か ら独立 となる。
足立教授 の定式化 によれば,最 適実質賃金率 ・最適雇用量の決定 に関 して考
察す ることが可能 にな り,非 自発的失業が存在する場合 に も実質賃金率は下落
せず,一 定水準 にとどまることが示 され る。ただ し,そ こでの均衡失業率 は,
Keynesの相対賃金仮説の再検討(181)89
労働市場 の構 造か ら決定 され る ものであ り,非 自発的失業 を含む 「自然失業
率」 ない しは 「イ ンフ レ非加速的失業率(NAIRU)」となってい る。 しか し
なが ら,足 立教授の議論 においても,労 働市場 において実 質賃金が硬直的であ
ることが失業発生の原因 として論 じられてい るのではな く,相対賃金仮説の下
で は実質賃金率が硬直的 となること,厳 密 には,均 衡 の近傍での実質賃金率 の
変化が労働市場 の需給均衡条件か ら独立 とな り,外生変数 とな ることが示 され
てい る。 また,均 衡 の性質は本稿 と同様 に完全情報均斉的Nash均衡であ る。
したがって,実 質賃金率の変化は,財 市場での需要 に関す る条件の変化(需 要
の価格弾力性 の変化)に よって達成され る。
本稿の定式化では,貨 幣賃金率の硬直性が非 自発的失業の説明 に必要 とはさ
れないことに注 目してい るため,実 質賃金率 ・雇用量の決定や財市場での需要
シ ョックの効果な どは考察す ることがで きない。足立教授 による定式化は,こ
れ らの問題の分析 を可能 にす る ものであ るので,是 非 とも参されたい。
参 考 文 献



























Modigliani,F・,"LiquidityPtef・・en・e ndth・Th…y・fl… re…ndM。 。。y,1・長 。一
nometrica,12,1944.




Summ…"R・1・ ・i・W・g・ ・Effi・i…yW・g・ ・,・ndK・ynesi・nU。。mpl。ym。n,,"Amer一
～(:anEconomicReview,78,1988.
B.邦 語 文 献
小 谷 清,「 ケ イ ン ズ 理 論 と労 働 市 場 」,鬼 塚 ・岩 井 編 『現 代 経 済 学 研 究 』 所 収 ,1988,
東 京 大 学 出 版 会 。
佐 野 陽 子,『 企 業 内 労 働 市 場 』,1989,有 斐 閣 。
西 原 宏,「CommonKnowledge概 念 と ゲ ー ム 理 論 」,『 福 岡 大 学 経 済 学 論 叢 』,第36巻 ,
第3号,1992。
薮 下 史 郎,「 ケ イ ン ズ 経 済 学 の 新 展 開 」,貝 塚 ・浜 田 ・薮 下 編 『マ ク ロ 経 済 学 と 経 済 政
策 』 所 収,1983,東 京 大 学 出 版 会 。
吉 川 洋,『 マ ク ロ 経 済 学 研 究 』,1984,東 京 大 学 出 版 会 。
